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実施計画

第５次実施計画

246,029 246,029 249,051 249,051

1 総
労政問題懇談会
に係る事務

労政に関する主要施策に
ついて行政・労働組合が
協議し、労政を積極的に
推進する。

労政懇
委員

政
策

産業振興
課

15

労働行政に関する施
策並びに労働事情に
ついて地域労働団体
と情報交換を行う。

Ｂ 59 未 中 中 中 拡大 有り 維持

1
労政問題懇談会
に係る事務

産業振興
課

労政問題懇談会
に関する業務

懇談会の開催
回数

年２回 年１回 15
労政問題懇談会
に関する業務

懇談会の開催
回数

年２回 59
不
可

必
要

不
可

不
可

有 有り 23

中小企業勤労者福祉
の在り方を含めた労
働行政全般について
懇談を行う組織に拡
充する。

維持

2 総
地域相談事業の
推進

職業相談・職業紹介を実
施することにより、１人
でも多くの未就労者の就
職を支援（相談員６名に
より）する。

求職
者・求
人事業

所

政
策

地域職業相談
事業

産業振興
課

4,831
求職者を対象とした
職業相談及び職業紹
介を実施する。

Ａ 2,409 2
地域相談事業
の推進

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

2
地域相談事業の
推進

産業振興
課

１５歳以上の求
職者の職業相談
及び求人情報の
提供等

相談業務の開
設日数

年２３０
日

年２３０
日

4,831

１５歳以上の求
職者の職業相談
及び求人情報の
提供等

相談業務の開
設日数

年２３1
日

2,409 2
地域相談事業
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 総 労働相談事業

労働者の労働問題に対し
て手軽に相談し、アドバ
イスや解決手段を提供す
るため。

労働相
談希望

者

政
策

産業振興
課

450

勤労者の労働問題に
対して手軽に相談
し、アドバイスや解
決手段を提供する。

Ａ 450 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

3 労働相談事業
産業振興

課
街頭労働相談会
の開催等の事務

相談会の開催
回数

年３回
(120件)

年３回
（140
件）

90
街頭労働相談会
の開催等の事務

相談会の開催
回数

年1回
90

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 労働相談事業
産業振興

課
労働相談会の開
催等の事務

相談会の開催
回数

年２４回
(72件)

年２４回
(41件)

360
労働相談会の開
催等の事務

相談会の開催
回数

年２４回
360

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 労働相談事業
産業振興

課

パート労働相談
会の開催等の事
務

相談会の開催
回数

年１回
(6件)

開催なし 0
（労働相談に統
合）

4 総
若年労働者キャ
リア形成相談事
業

おおむね３５歳以下の者
を対象とした就労やキャ
リア形成相談によりより
良く働くことを応援す
る。

若年相
談希望

者

政
策

若年者就業支
援事業

産業振興
課

若年労働者の「より
よく働く」を応援す
るため厚生労働省の
委託事業として実施
する。

Ａ 720 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4

若年労働者キャ
リア形成相談事
業

産業振興
課

相談会開催等の
事務

相談会の開催
回数

年４８回 年４３回
相談会開催等の
事務

相談会の開催
回数

年４８回 720
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5 総
湘南就職面接会
の開催

ハローワーク藤沢並びに
管内の３市１町により面
接会を開催し未就労者の
就職を支援する。

就職・
転職希
望者

政
策

産業振興
課

296

求職者と求人者の出
会いの場を提供する
事業として、ハロー
ワーク藤沢と３市１
町の主催により実
施。

Ａ 300 3
湘南就職面接
会の開催

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

5
湘南就職面接会
の開催

産業振興
課

就職面接会の開
催

面接会の開催
回数

年１回 年１回 296
就職面接会の開
催

面接会の開催
回数

年１回 300 3
湘南就職面接
会の開催

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6 総 事業所訪問

事業者や労働団体等を訪
問により勤労者のニーズ
を把握し有効な施策立案
に努める。

市内事
業所、
労働団
体等

政
策

産業振興
課

労政バドバイザーの
協力により、市内事
業所を訪問し意見交
換等を実施。

Ａ 240 1 事業所訪問 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6 事業所訪問
産業振興

課

（産業振興課の
「産業の活性化
方法についての
調査研究事務」
の中で実施）

労政知識、経験
を有する者と事
業所を訪問し勤
労者のニーズ把
握に努める

事業所等訪問
件数

年２４
回・５０
社

240 1 事業所訪問
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7 総
労働団体等の助
成

労働団体の運営及び福祉
活動に対する事業に対
し、助成を行う。

労働団
体等

政
策

産業振興
課

785
勤労者の団結を図る
とともに、福祉活動
の推進を図る。

Ａ 865 未 中 中 中
現状維

持
なし 維持

7
労働団体等の助
成

産業振興
課

湘南地区障害者
スポーツ大会へ
の負担金の支出
等

負担金の支出
期限

平成２２
年１月

平成２２
年１月

50

湘南地区障害者
スポーツ大会へ
の負担金の支出
等

負担金の支出
期限

平成２３
年１月

130
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7
労働団体等の助
成

産業振興
課

湘南地区労働祭
行事への補助金
の支出等

負担金の支出
期限

平成２１
年５月

平成２１
年５月

635
湘南地区労働祭
行事への補助金
の支出等

負担金の支出
期限

平成２２
年５月

635
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

実施計画
事業名

雇用労働課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

雇用労働課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）
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実施計画

第５次実施計画

246,029 246,029 249,051 249,051

実施計画
事業名

雇用労働課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

雇用労働課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

7
労働団体等の助
成

産業振興
課

湘南地区労働者
福祉協議会への
補助金の支出等

負担金の支出
期限

平成２１
年５月

平成２１
年５月

100
湘南地区労働者
福祉協議会への
補助金の支出等

負担金の支出
期限

平成２２
年５月

100
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8 総
勤労者住宅資金
利子補給金制度

勤労者が金融機関（中央
労働金庫）より住宅資金
の融資を受けた場合、そ
の利子の一部を補給し、
勤労者の生活安定を図
る。

　市内
在住の
勤労者

政
策

産業振興
課

16,646

市内在住の勤労者の
豊かな暮らしと生活
の安定を図るととも
に勤労者の住宅取得
の促進を図る。

Ａ 20,700 未 中 中 中
現状維

持
なし 維持

8
勤労者住宅資金
利子補給金制度

産業振興
課

勤労者の住宅資
金利子補給交付
申請に係る事務
等

新規（初回）
申請者数

年９０件 年９４件 16,646

勤労者の住宅資
金利子補給交付
申請に係る事務
等

新規（初回）
申請者数

年９０件 20,700
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9 総
勤労者生活対策
資金事業

勤労者生活・福祉対策資
金融資制度により金融機
関に勤労者生活対策資金
を預託し、勤労者を対象
に低利で生活資金を融資
し、生活の安定を図る。

市内在
住の勤
労者等

政
策

産業振興
課

155,000

中央労働金庫に融資
資金を預託し、市内
在住の勤労者を対象
に低利で生活資金を
融資して、生活の安
定等を図る。

Ａ 155,000 4
勤労者生活対
策資金事業

未 中 中 中
現状維

持
なし 維持

9
勤労者生活対策
資金事業

産業振興
課

金融機関（中央
労働金庫）への
融資資金の預託
等に係る事務

預託期限
平成２１
年４月

平成２１
年４月

155,000

金融機関（中央
労働金庫）への
融資資金の預託
等に係る事務

預託期限
平成２２
年４月

155,000 4
勤労者生活対
策資金事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10 総
勤労者福祉対策
資金事業

金融機関に勤労者福祉対
策資金を預託し、中小企
業福祉事業登録事業所の
勤労者に低利で生活資金
を融資することで福祉の
増進を図る。

市内中
小企業
勤労者

政
策

産業振興
課

10,000

中央労働金庫に融資
資金を預託し、市内
在住の勤労者を対象
に低利で生活資金を
融資して、生活の安
定等を図る。

Ａ 10,000 4
勤労者生活対
策資金事業

未 中 中 中
現状維

持
なし 維持

10
勤労者福祉対策
資金事業

産業振興
課

金融機関（中央
労働金庫）への
福祉対策資金の
預託等に係る事
務

預託期限
平成２１
年４月

平成２１
年４月

10,000

金融機関（中央
労働金庫）への
福祉対策資金の
預託等に係る事
務

預託期限
平成２２
年４月

10,000 4
勤労者生活対
策資金事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11 総
中小企業勤労者
福祉行政懇談会
に係る事務

中小企業勤労者福祉行政
を積極的に推進するため
に、主要事業や重要事業
を協議し、施策に反映さ
せる。

中小懇
委員

政
策

産業振興
課

24

中小企業勤労者の福
祉行政に関する主要
な施策について意見
交換を実施する。

Ｂ 88 未 高 中 高

休・廃
止に向
けて検

討

有り
減
ら
す

11

中小企業勤労者
福祉行政懇談会
に係る事務

産業振興
課

懇談会に関する
事務

懇談会の開催
回数

年２回 年１回 24
懇談会に関する
事務

懇談会の開催
回数

年２回 88
不
可

必
要

不
可

不
可

有 有り 23

労政問題懇談会（№
１）との統合をはか
る発展的解消により
本事業を廃止する。

減
ら
す

12 総 技能者育成事業

技能者のさらなる技能、
技術を磨くとともに、後
進の育成指導により各業
種の発展を図る。

市内の
事業所
に勤務
する者

政
策

産業振興
課

456

技能者のさらなる技
能・技術を磨くとと
もに、後進の育成指
導により各業種の発
展を図る。

Ａ 631 未 中 中 中
現状維

持
なし 維持

12 技能者育成事業
産業振興

課
技能者表彰に関
する事務等

表彰式の開催
回数

年１回 年１回 456
技能者表彰に関
する事務等

表彰式の開催
回数

年１回 631
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13 総
勤労者等教育資
金利子補給制度

市内在住勤労者等の教育
費の負担の軽減を図る。

市内の
勤労者

等

政
策

産業振興
課

124

勤労者の生活の安定
を図るため、教育費
の負担の軽減を図
る。

Ｂ 1,600 未 中 中 中
現状維

持
なし 維持

13
勤労者等教育資
金利子補給制度

産業振興
課

勤労者の教育資
金利子補給受付
に関する事務及
び利子補給制度
改正事務

利子補給の受
付日数

年５４日 年５４日 124

勤労者の教育資
金利子補給受付
に関する事務及
び利子補給制度
改正事務

利子補給の受
付日数

年３８日 1,600
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 22
利用者の拡大に向け
制度内容を見直し、
要綱改正をはかる。

維持

14 総
勤労市民会館の
管理運営

指定管理者による勤労者
の福祉の充実と文化の振
興を図るとともに、多く
の市民に集いと交流の場
を提供する。

勤労者
及び市

民

政
策

産業振興
課

55,650

勤労市民会館の管理
運営を指定管理者に
委任し、民間のノウ
ハウを活用し、効果
的な運営により市民
サービスの向上を図
る。

Ａ 54,425 5
勤労市民会館
の管理運営

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

14
勤労市民会館の
管理運営

産業振興
課

会館の指定管理
業務に関する予
算執行等の総務
業務

会館の開館日
数

年３４５
日

年３４７
日

55,650

会館の指定管理
業務に関する予
算執行等の総務
業務

会館の開館日
数

年３４７
日

54,425 5
勤労市民会館
の管理運営

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

14
勤労市民会館の
管理運営

産業振興
課

労働講座等の開
催

各種講座の開
催回数

年８講座 5
勤労市民会館
の管理運営

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画
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実施計画
事業名

雇用労働課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

雇用労働課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

14
勤労市民会館の
管理運営

産業振興
課

中小企業勤労者
福祉事業の実施

講座等の開催
回数

年５講座 5
勤労市民会館
の管理運営

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

14
勤労市民会館の
管理運営

産業振興
課

若年者就業支援
事業の実施

セミナー等の
開催回数

年１２講
座 5

勤労市民会館
の管理運営

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

14
勤労市民会館の
管理運営

産業振興
課

中高齢者就業支
援事業の実施

セミナー等の
開催回数

年７講座 5
勤労市民会館
の管理運営

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

14
勤労市民会館の
管理運営

産業振興
課

人材育成のため
の就職支援総合
相談窓口の開設

相談窓口の開
設日数

年２３１
日 5

勤労市民会館
の管理運営

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

14
勤労市民会館の
管理運営

産業振興
課

指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

月次報告書の
評価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

月次報告書の
評価回数

年１２回
（月１
回）

5
勤労市民会館
の管理運営

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14
勤労市民会館の
管理運営

産業振興
課

指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 5
勤労市民会館
の管理運営

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14
勤労市民会館の
管理運営

産業振興
課

指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年１回
指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 5
勤労市民会館
の管理運営

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14
勤労市民会館の
管理運営

産業振興
課

指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

導入施設への
実施調査回数

年４回 年４回
指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

導入施設への
実施調査回数

年４回 5
勤労市民会館
の管理運営

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15 総
勤労市民会館の
維持管理

安全な施設の維持管理に
努めるとともに利用者の
利便性の向上をはかる。

勤労者
及び市

民

施
管

産業振興
課

1,535

勤労市民会館の５０
万円以上の修繕等を
実施し、市民サービ
スの向上を図る。。

Ａ 1,564 5
勤労市民会館
の管理運営

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15
勤労市民会館の
維持管理

産業振興
課

会館維持管理に
関する予算執行
等の総務業務

会館の開館日
数

年３４５
日

年３４７
日

1,535
会館維持管理に
関する予算執行
等の総務業務

会館の開館日
数

年３４７
日

1,564 5
勤労市民会館
の管理運営

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

701 総
労働講座等の開
催

勤労者全般及び高年齢者
を対象に教養の向上、健
康増進の啓蒙、就業促進
のための技能講座等を開
催する。

市内在
住の勤
労者

政
策

産業振興
課

指定管理者が協定書
に基づきニーズに
あった講座・セミ
ナーの開催を実施す
る。

Ａ

701
労働講座等の開
催

産業振興
課

各種講座の企画
立案及び開催に
関する総合調整

各種講座の開
催回数

年５８回 年２１回 №１４へ統合

702 総
中小企業勤労者
福祉事業の推進

中小企業勤労者福祉事業
の一環として、文化教養
講座等を実施することで
福祉の増進を図る。

市内中
小企業
勤労者

政
策

産業振興
課

指定管理者が協定書
に基づきニーズに
あった講座・セミ
ナーの開催を実施す
る。

Ａ

702
中小企業勤労者
福祉事業の推進

産業振興
課

文化教養講座等
の企画立案及び
開催に関する総
合調整

講座等の開催
回数

年２６回 年１７回 №１４へ統合

703 総
若年者就業支援
事業

職業相談・職業紹介を実
施することにより、１人
でも多くの未就労者の就
職を支援する。

未就労
である
若年者

政
策

若年者就業支
援事業

産業振興
課

指定管理者が協定書
に基づきニーズに
あった講座・セミ
ナーの開催を実施す
る。

Ａ

703
若年者就業支援
事業

産業振興
課

人材育成のため
のセミナー、相
談会等の企画立
案及び開催に関
する総合調整

セミナー等の
開催回数

年３３回 年１３回 №１４へ統合

704 総
中高齢者就業支
援事業

職業相談・職業紹介を実
施することにより、１人
でも多くの未就労者の就
職を支援する。

未就労
である
中高齢

者

政
策

中高年齢者就
業支援事業

産業振興
課

指定管理者が協定書
に基づきニーズに
あった講座・セミ
ナーの開催を実施す
る。

Ａ
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活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
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①
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①
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③
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③
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の
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性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

704
中高齢者就業支
援事業

産業振興
課

人材育成のため
のセミナー、相
談会等の企画立
案及び開催に関
する総合調整

セミナー等の
開催回数

年３４回 年９回 №１４へ統合

705 総
求職者の能力開
発の促進

多様な能力開発の機会を
提供するため、講座の開
催、県職業訓練施設等の
情報提供を行う窓口を設
置し、就職の促進を図
る。

若年
者・中
高年齢
者・女
性等

政
策

能力開発促進
事業

産業振興
課

就職転職に関する地
域職業相談室の総合
的な窓口としてキャ
リアコンサルトント
が対応する。

Ａ

705
求職者の能力開
発の促進

産業振興
課

人材育成のため
の就職支援総合
相談に関する総
合調整

相談窓口の開
設日数

年９６日
年２３１
日

№１４へ統合

16 総
県・近隣自治体
との連携

かながわ労働センター湘
南支所等と適宜情報交
換、情報提供を行い労働
行政の推進を図る。

情報を
必要と
する市

民

内
部

産業振興
課

県労働センターと適
宜意見交換、情報交
換等を実施する。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

16
県・近隣自治体
との連携

産業振興
課

県労働センター
調査及び情報収
集に関する業務

調査等への対
応率

１００％ １００％

県や近隣自治体
とのネットワー
ク組織参加によ
る情報収集業務

情報交換回数 年２４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし

17 総
障害者雇用啓発
事業

事業所訪問の際、障害者
雇用の実態または雇用促
進に向けた啓発等を行
う。

市内事
業所及
び市民

政
策

障害者雇用啓
発事業

産業振興
課

市内事業所を訪問し
た際、障害者の雇用
状況等を意見交換す
る。

Ａ 未 中 中 高
現状維

持
なし

17
障害者雇用啓発
事業

産業振興
課

事業所訪問及び
情報収集等に関
する業務

事業所訪問件
数

２０件 ２１６件
事業所訪問及び
情報収集等に関
する業務

事業所訪問件
数

２０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし

18 総
国所管の補助事
業の取りまとめ

雇用・就業機会の創出を
図るためのふるさと雇用
再生特別交付金事業及び
緊急雇用創出事業の取り
まとめ

非正規
労働者

等

政
策

産業振興
課

国の交付金を活用
し、新規拡充拡大の
事業を実施し、非正
規労働者等の雇用の
創出に努める。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

18
国所管の補助事
業の取りまとめ

産業振興
課

県の基金を活用
した雇用・就業
機会の創出を図
るための事業の
実施を各課かい
へ要請及び取り
まとめ

実施事業数 １６件 １５件

県の基金を活用
した雇用・就業
機会の創出を図
るための事業の
実施を各課かい
へ要請及び取り
まとめ

実施事業数 １２事業
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 23
国の交付金事業が終
了したため

706 総 労働実態調査

雇用・就業機会の創出を
図るための緊急雇用創出
事業により市内事業所の
労働者の労働実態を明ら
かにし、今後の勤労者福
祉行政の基礎資料とす
る。

非正規
労働者

等

政
策

産業振興
課

217

国の交付金を活用
し、労働実態調査事
業を実施し、非正規
労働者等の雇用の創
出に努める。

Ａ

706 労働実態調査
産業振興

課

県の基金を活用
した雇用・就業
機会の創出を図
るための事業を
実施する

調査回数 １回 １回 217

707 総
ＮＰＯ法人設立
支援事業

ＮＰＯ法人はこれからの
雇用創出の受け皿となっ
ていくことから、ＮＰＯ
法人格を取得するための
セミナー等を開催する。

ＮＰＯ
法人を
設立し
ようと
する団

体

政
策

産業振興
課

0

　雇用情勢の大幅な
悪化により事業の目
的達成に向けた成果
が見込めなかったこ
とから就職活動支援
事業を優先して実施
したため

Ｅ

707
ＮＰＯ法人設立
支援事業

産業振興
課

支援セミナーの
企画立案及び開
催に関する総合
調整

セミナーの開
催回数

年２回 開催なし 0

888 総
災害応急対策活
動

地震動、津波等に伴う諸
現象による同時多発的災
害が発生した場合に、被
害を軽減し、応急対策活
動を課として迅速的確に
対処する。

全市民
等

義
務

産業振興
課

888
災害応急対策活
動

産業振興
課

部災害応急対策
活動マニュアル
の作成及び検証
等（毎年）

マニュアルの
作成及び検証

４月
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①
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②
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①
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③
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③
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の
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性

事業の
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888
災害応急対策活
動

産業振興
課

管理施設（勤労
市民会館）の災
害状況の把握及
び被害報告（災
害等発生時）

公共施設の災
害状況把握及
び被害報告

随時

888 総 庁内共通事務
内
部

産業振興
課


